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全国 在宅医療連携推進事業
実施主体 カ所数
市町村 101
都道府県 2
保健所 15
医師会等関係団体 135
病院 26
診療所（歯科診療所含む） 5
大学 4
訪問看護ステーション 2
社会福祉法人 2
NPO法人 1
合計 293

※実施主体の内訳がわかるもののみを集計したため、本来の実施主体数よりも少ないです
※県単独予算による実施もあり、事業実施者が未定の都道府県も47都道府県すべての実態を反映していない

事もご了承ください

平成25年度

31

多職種協働による在宅チーム医療を担う
⼈材育成事業

平成24年度
地域リーダー研修を実施した都道府県
約75%(36都道府県にて開催)

※実態による把握であり、実績報告による結果ではありません

平成25年度
全国各地で研修会開催
研修会回/全国 約30.000⼈が受講
※平成26年3⽉末時点
※茨城県、新潟県、島根県からの情報なし32
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保健所単位で開催

7% 基本的には市町村単

位、無理ならば保健所

単位で研修会を開催

4%

市町村自治体単位で研

修会開催

6%

地区単位で研修会開催

3%

第3期地域医療再生計画

(平成27年まで)の中で

多職種研修会を開催

8%

在宅医療連携拠点の事

業活動内で開催

15%

都道府県医師会や郡市

区医師会主体での研修

会開催

5%

研修会開催の枠組みを

限定せずに研修会開催

を支援する

3%

研修会等開催を進め

る：詳細不明

49%

平成26年度以降人材育成研修会開催の方向性について

5割
第3期地域医療再生計画に基づ
く在宅医医療推進事業などの研
修会開催を予定

5割
研修継続に向けた具体的な
方向性なし

2割
保健所や市町村を対象に
学びのリレー形式で継続
展開

平成25年度多職種協働による在宅チーム医療を担う⼈材育成事業 47都道府県 担当部局からの情報提供により
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保健所との協働

8%

市町村との協働

14%

地区での研

修会開催

4%

地域リーダーが地域

での研修会を開催

5%

地域の研修会の講師

5%

第3期地域医療再生

計画の中で活用

19%

郡市区医師

会との協働

7%

枠組みが決まっ

ていない研修事

業等で活用

8%

公的話し合いの

場へ提言や参入

2%

地域リーダーの

活用における課

題

5%

その他

22%

具体的な活用なし

1%

平成26年度以降の地域リーダーの活動について 3割：
自治体や保健所等
の行政の仕組みの

7割：
第3期地域医療計画
や多様な研修会活動
に活用

平成25年度多職種協働による在宅チーム医療を担う⼈材育成事業 47都道府県 担当部局からの情報提供により

34
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多職種研修会開催に係る課題：実施地域より
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都道府県が市区町村へ⽀援（医師会主体）

兵庫
県

具体の取組み
○推進協議会の設置
○地域の課題抽出の解決への取組み
○24時間365⽇体制整備
○地域における連携（地域包括⽀援視線センターや⾏政等）
○地域特性に応じた取組み など

平成25年1⽉12⽇
兵庫県 在宅医療推進フォーラム :兵庫県医師会館

13郡市区医師会の取組みを共有
兵庫県

37

37

都道府県が市区町村へ⽀援(2次医療圏主体）
三重県

2次医療圏ごとに
多職種連携推進の
取組みを展開
※医療資源や⼈⼝動態が

県内でも⼤きく違う

助成の就労⽀援や
育児⽀援と同時進⾏

↓
24時間365⽇の⽀援体制

⼩児在宅医療提供体制の
構築についても県内で情
報共有

庁内連携推進

平成26年3⽉2⽇ 三重県 在宅医療事例検討会

38



20

⼤阪府

ある程度の基礎活動がある地域から
在宅医療・介護連携に向けた研修会の開催を⼿取り⾜取り⽀援する

都道府県が市区町村へ⽀援
（モデル市区町村主体）

39

40

市(中核市)が市内全地区に⽀援（市主体）
地域包括ケア推進を⽬的とし、多職種連携の担い⼿となる⼈材の育成（研修）にむけて、各
介護保険に関わる事業所等がその職員に対する、他サービスや医療などの地域の社会資源の
把握及び連携に関する教育機会を確保することを義務づける内容を条例に位置づけた

⾦沢市介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の⼈員、設備及び運営に関する基準等
を定める条例」など7つの条例

平成25年1⽉31⽇交付、 平成25年4⽉1⽇施⾏




